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［要旨］ 

昨年度、都市における中長期的な二酸化炭素排出削減策として将来可能性のある導入技術の洗

い出しと、将来の都市シナリオの取りまとめを行った。これを受けて、今年度の研究では、気候

条件、規模を代表する都市として選定した、札幌、宇都宮、東京、広島、那覇の５都市からいく

つかを選び、空間分析を用いた民生建物部門からの二酸化炭素の排出量の推定を試みた。具体的

には、2004年における各都市内建物の内部用途を、最新情報である電子市街地地図をベースに、

自治体が自主的に実施することが義務付けられている都市計画基礎調査建物現況調査、電話帳デ

ータベースで補完しながら推定し、別途求めた用途別・規模別に設定された二酸化炭素排出原単

位から、都市内民生建物におけるエネルギー需要と二酸化炭素排出量を推定した。それぞれの地

域差を反映させる要素としては、全国を寒冷地域、関東・中部地域、近畿以西地域の3分類に分割

した空調設備の導入割合、各電力供給会社における単位電力あたりの排出量原単位をもちいた。 

札幌市、宇都宮市、那覇市における検討の結果、電力需要、ガス需要、二酸化炭素排出量の空

間分布を示した。宇都宮市は那覇市より年間電力消費量およびガス消費量において上回っている

にもかかわらず、地域電源構成の違いにより、那覇市のほうが総合的に二酸化炭素排出量が大き

いこと、各都市における、電力およびガス消費量由来の二酸化炭素排出量割合に地域差が見られ

ることなどが明らかとなった。これら気候区分の異なる３都市の検討により、地域差をより正確

に反映させるためにパラメータをより深く検討し、精度の向上を図る必要性はあるが、今後の都

市における二酸化炭素排出削減策導入効果検討のベースとなることが期待される。 

 

［キーワード］ 二酸化炭素排出量、宇都宮、那覇、札幌、GIS 

 

１．目的  

都市における中長期的な二酸化炭素排出削減策の評価には、導入可能性のある将来技術の洗い

出しをおこない、正確な現状把握に基づく将来の都市の形態を注意深く検討する必要がある。都

市における二酸化炭素の排出削減策としての技術および政策の導入は、都市の規模や属する気候

区分などにより異なるため、幅広いオプションの可能性を考慮する必要があると同時に、空間分

布を考慮した木目の細かな検討が必要となる。 
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例えば、都市からの二酸化炭素の主要排出源である民生建物系への対策として、地域冷暖房や

太陽光発電等の技術は、技術的およびコストの両面における進展が早く、将来的に重要なオプシ

ョンのひとつとなることが期待されている。しかし、これらの導入可能性やその効果を都市レベ

ルでより正確に推定するためには、都市内部の現在および将来のエネルギー需要の空間分布を詳

しく把握することが重要である。しかし、既存研究で多く用いられている検討方法では、一般的

に入手が容易である3次メッシュ（1kmx1km）等を利用したものが多く、流域圏や都道府県レベル

の推定1),2)には適しているものの、都市のレベルでの適正技術導入評価には適切ではない。 

そこで本研究では、昨年度検討対象都市として選定された札幌市、宇都宮市、東京都区部、広

島市、那覇市の５都市の中から、比較的データの整備が進んでいる札幌市、宇都宮市、那覇市を

取り上げ、建物民生部門からのエネルギー需要に伴う二酸化炭素排出量を推定した。分析にあた

り、各統計データベースの強みを生かすことにより、各建物レベルにおける用途別床面積と、原

単位法によるエネルギー需要の推定方法に工夫した。  

 

２．方法 

(1) データベース 

本研究では、都市計画基礎調査建物現況調査（以下、建物現況調査）、電話帳データおよび市

街地地図を用い、建物内の用途別床面積を推定した。それぞれのデータベースは整備状況や仕様 

 

表1 各データベースの長所および短所 

 

データ 長所 短所 

建物現況調査 
・最も多くの建物内用途情報が得られる 

・延床面積が与えられている場合が多い 

・用途分類など調査内容が統一され

ていない（自治体により異なる）

・用途分類が分析に不適 

・アップデートが不規則（基本的に

5年に一度） 

・全建物が網羅されていないことが

多い（例：市街化地域のみ） 

電話帳データ 

・個別名義が与えられている 

・最も細かな用途分類 

・単一建物内の複合用途を推定可能 

・電話番号と座標による住所のマッ

チングが不完全であり、正確な

住所を特定できない場合が多い

市街地地図データ 

・最新データが手に入る 

・所有者の名義がいくらか入っている 

・民間データであるため建物情報がより正確

・用途分類が不十分（3分類のみ）

・建物階数データはほとんどない 

・延床面積はなし（建築面積のみ）

が年度や地域により大きく異なり、それらの強みをうまく組み合わせる必要がある。表1に各デー

タベースにおける長所と短所を示す。札幌市、宇都宮市、那覇市における基本情報、および研究

に使用したデータベースの更新状況を表2に示す。総人口および総世帯数は平成17年度国勢調査の

速報値または、平成17年度10月現在の値を示した。 

 

(2) 各都市の基本情報および建物内用途・規模の分類 

札幌市、宇都宮市、那覇市ともに最新情報である市街地地図情報を検討のベースマップとして
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用いた。建物内用途の推定は、建物現況調査を中心に、電話帳データおよび市街地地図データを

補完的に用いることによりおこなった（詳細は昨年度報告書参照）。特に建物現況調査の用途分

類は各自治体で独自の分類がなされているが、後述するエネルギー需要および二酸化炭素排出量

原単位を計算する際に用いる用途に再集計した。集計後の用途カテゴリを表3に示す。 

 

表2 各都市における基本情報および使用されたデータベースの更新年月日 

 

 札幌市 宇都宮市 那覇市 

基本情報    

総人口（2005年国勢調査より） 1,880,875 453,210 312,308 

総世帯数（2005年国勢調査より） 837,371 182,020 122,464 

建物総棟数（市街地地図より） 520,442 208,127 62,741 

面積（km2） 1121.12 312.16 38.99 

気候区分*1 I.北海道 
Ⅲ 南東北 

宮城，福島，長野 
VI.沖縄 

空間情報データベース    

建物用途データ 

（都市計画基礎調査建物用途現況図）

2003年度 

（平成15） 

2001年度 

（平成13） 

2001年度 

（平成13） 

市街地地図データベース 

（ゼンリン社：ZmapTownII） 
2004年10月*2 2004年6月 2004年11月 

電話帳データベース 

（ゼンリン社：TelPoint 全件版） 
2003年10月 2003年9月 2004年6月 

*1: 一般的に北海道（I類），北東北（II類），南東北（III類），関東、東海、近畿、中国、四

国、九州（IV類），南九州（V類），沖縄（VI類）の6区分に分類される。 

*2: 一部の区＝2005年1月 

 

(3) 二酸化炭素排出量原単位の算出 

① 規模別用途別床面積におけるエネルギー需要原単位 

規模別用途別のエネルギー需要は近本ら3)のデータベースを用いて算出した。このツールには、

各種の空調設備を導入した場合の建物用途および規模別における床面積当たりの年間エネルギー 
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表3 建物用途別規模別の分類 

 

用途別 規模別 備考 

官公庁施設 
1000 ｍ 2 未 満 ， 1000-2000m2, 2001-5000m2, 

50001-10000m2, 10001-30000m2, 30001m2以上
業務施設と同様とした 

教育文化施設 
1000 ｍ 2 未 満 ， 1000-2000m2, 2001-5000m2, 

50001-10000m2, 10001-30000m2, 30001m2以上
業務施設と同様とした 

厚生医療施設   

業務施設 
1000 ｍ 2 未 満 ， 1000-2000m2, 2001-5000m2, 

50001-10000m2, 10001-30000m2, 30001m2以上
 

専用商業施設 
1000 ｍ 2 未 満 ， 1000-2000m2, 2001-5000m2, 

50001-10000m2, 10001-30000m2, 30001m2以上
 

住商併用施設 2000m2未満, 2001-10000m2, 10000m2以上 
集合住宅50%＋専用商業施設50%の平

均とした 

宿泊遊興施設   

スポーツ興行施設  業務施設の50%とした 

独立住宅   

集合住宅 2000m2未満, 2001-10000m2, 10000m2以上  

専用工場  重・軽・サービスを含む。 

住居併用工場  集合住宅50%＋専用工場50%とした 

倉庫運輸関連施設  
単独の駅舎などが含まれるが倉庫の

比率が大きいため需要＝0とした 

その他  
屋外利用地、仮設建物、農業関連施設

が含まれる。需要なしと仮定した 

 

 

需要を求めることができる。あらかじめツールを用いて、それぞれの規模別用途別の建物に各地

域における空調設備導入割合（下記）を考慮して原単位を求め、建物内部の用途別床面積を掛け

合わせて各建物のエネルギー需要とした。  
 
② 単位消費電力および消費ガスあたりの原単位 

都市における単位消費電力あたりの二酸化炭素排出量は、供給電力会社の電源構成の違いによ

り大きく異なる。札幌市、宇都宮市、那覇市は、それぞれ北海道電力、東京電力、沖縄電力の値

を用いた。それぞれの平均年間原単位を表4に示す。ガスについては、原単位を2.37t-CO2/Nm
3と

した。 
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表4 電力供給会社における年間平均二酸化炭素排出量原単位 

 

都市 札幌市 宇都宮市 那覇市 

供給電力会社 北海道電力 東京電力 沖縄電力 

二酸化炭素排出量原単位

（t-CO2/kWh） 
0.52 (2003)*1 0.32（2001） 0.94 (2004) 

*1: 括弧内は年度を表す 

 

 

(4) 空調設備導入割合の推定 

事務所建物および商業建物の用途別規模別の空調システム採用割合は，建築設備情報年鑑・竣

工設備データ（ELPAC）およびその集計データを用いた論文4), 5)を参考に，地域別・建物規模別

空調設備導入割合を用いて求めた。データベースは、建物の調査結果を、規模別として5000m2以

下，5001~10000m2以下、10000~30000m2、30000m2以上の4分類、地域別として、寒冷地、関東・

中部、近畿以西の3分類に分けて集計してある。したがって、札幌市、宇都宮市、那覇市はそれぞ  

 

 

表5 業務施設建物の規模別空調設備採用割合  

 

  ~1000ｍ2 1001~ 
2000m2 

2001~ 
5000m2 

5001~ 
10000m2

10001~ 
30000m2 30000m2~

中央熱源  
電動空冷チラー  0.3% 3.9% 16.6% 31.0% 32.9% 41.5% 

中央熱源  
ガス吸収式  0.3% 4.0% 5.8% 20.8% 48.8% 58.5% 札幌市  

個別熱源  
電気式パッケージ  99.4% 92.2% 77.6% 48.2% 18.3% 0.0% 

中央熱源  
電動空冷チラー  0.3% 3.9% 17.4% 34.4% 36.5% 42.1% 

中央熱源  
ガス吸収式  0.3% 4.0% 6.3% 19.6% 46.1% 54.1% 

宇都宮

市  
個別熱源  
電気式パッケージ  99.4% 92.2% 76.3% 46.0% 17.4% 3.8% 

中央熱源  
電動空冷チラー  0.3% 3.9% 16.4% 33.2% 35.6% 42.5% 

中央熱源  
ガス吸収式  0.3% 4.0% 5.7% 19.6% 45.1% 51.7% 那覇市  

個別熱源  
電気式パッケージ  99.4% 92.2% 77.8% 47.3% 19.3% 5.8% 
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表6 商業施設建物の規模別空調設備採用割合  

 

  ~1000ｍ2 1001~ 
2000m2 

2001~ 
5000m2 

5001~ 
10000m2 

10001~ 
30000m2 30000m2~

中央熱源  
電動空冷チラー  

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

中央熱源  
ガス吸収式  

9.9% 14.9% 25.7% 37.3% 44.9% 45.3% 札幌市  

個別熱源  
電気式パッケージ  

90.2% 85.1% 74.3% 62.7% 55.1% 54.7% 

中央熱源  
電動空冷チラー  

0.0% 0.0% 0.0% 4.4% 2.4% 0.7% 

中央熱源  
ガス吸収式  

9.9% 14.9% 17.6% 36.1% 58.3% 58.4% 
宇都宮

市  

個別熱源  
電気式パッケージ  

90.2% 85.1% 82.4% 59.5% 39.3% 40.9% 

中央熱源  
電動空冷チラー  

0.0% 0.0% 3.7% 9.4% 4.2% 6.2% 

中央熱源  
ガス吸収式  

9.9% 14.9% 19.8% 37.2% 68.0% 58.1% 那覇市  

個別熱源  
電気式パッケージ  

90.2% 85.1% 76.6% 53.4% 27.8% 35.7% 

 

れの地域に属するとして、各地域おける実際の調査建物数から規模別の設備導入割合を加重平均

によって求めた。戸建住宅は全て個別熱源（熱交換器なし）と仮定した。延床面積5000ｍ2以下の

建物については、文献値5)を参考に全国共通とした。３都市における規模別、業務施設および商

業施設の空調施設採用割合を表5および表6に示す。  

 

３．結果および考察  

(1) 電力・ガス年間需要および二酸化炭素排出量 

表7に各都市における年間電力需要量、年間ガス需要量および年間二酸化炭素排出量とその内訳

を示す。また、各都市においてこれらを空間的に可視化し、100mメッシュで集計したものを図1-

図3に示す。全体の結果より、都市由来の二酸化炭素排出量における地域差が明らかとなっている。

まず、札幌市、宇都宮市、那覇市の人口はそれぞれ、札幌市（188万人）＞宇都宮市（45.3万人）

＞那覇市（31.2万人）であり、電力需要、ガス需要共に同様の傾向が見られるものの、二酸化炭

素の排出量は那覇市が宇都宮市を上回る結果となった。 

一人あたりの電力・ガス需要および二酸化炭素排出量では、電力需要に大きな差はみられない

が、ガス需要および二酸化炭素排出量で比較的大きな地域差が現れている。例えば、ガス需要は

那覇市がその他の都市と比較して小さいが、一人当たりの二酸化炭素排出量は最も大きい。那覇

市においてガス需要、ガス吸収式などの空調設備導入割合が小さいこと、単位面積当たりのガス

需要が最も大きい戸建住宅や集合住宅が少ないことが原因であると考えられる。また、二酸化炭

素排出量は、沖縄電力における、単位消費電力あたりの二酸化炭素排出量原単位が他の２地域と

比較して（表4）、大きいことが原因であると考えられる。 
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表7 各都市における電力需要、ガス需要および年間二酸化炭素排出量 

 

 札幌市 宇都宮市 那覇市 

総人口（2005年国勢調査より） 1,880,875 453,210 312,308 

総世帯数（2005年国勢調査より） 837,371 182,020 122,464 

建物総棟数（市街地地図より） 520,442 208,127 62,741 

電力需要 (GWh/year) 14360.2 3583.7 2699.4 

一人当たりの電力需要（MWh/year） 7.63  7.91  8.64  

ガス需要 (×106Nm3/year) 466.0 133.7 53.2 

一人当たりのガス需要 （Nm3/year） 247.77  295.08  170.45  

電力由来 
7467.31 

（87.2%） 

1136.04 

（78.3%） 

2402.44 

（95.0%） 

ガス由来 
1099.81 

（12.8%） 

315.61 

（21.7%） 

125.63 

（5.0%） 

二酸化炭素排出量 

（×103t-CO2/year） 

合計 8567.12 1451.65 2528.07 

一人あたりのCO2排出量 （tCO2/year） 4.55  3.20  8.09  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1 那覇市における年間二酸化炭素排出量（100mメッシュ）  
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図2 宇都宮市における年間二酸化炭素排出量（100mメッシュ）  

（*図中枠内は市街化区域を表す）  
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図3 札幌市における年間二酸化炭素排出量（100mメッシュ）  

（*図中枠内は市街化区域を表す）  
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二酸化炭素排出量の空間分布は、宇都宮市や札幌市において、幹線道路に沿って比較的排出量

の多い建物が分布している傾向が示されているが、那覇市ではそれらの空間的な偏りは少なく、

南西部を除く市内ほぼ全域においてエネルギー需要が高い。これは、那覇市のように、比較的小

さくてエネルギー需要が高い都市については地域冷暖房など様々な技術導入の可能性が考えられ

るが、札幌市や宇都宮市では検討に注意が必要であることを示している。  

 

４．本研究により得られた成果  

本研究の成果より次の2つの成果が特に重要であると考えられる。第一に、様々な統計データを

統合させることにより、都市レベルでの空間分析を可能にする木目の細かな分析方法を確立した。

特に、空間分布を把握することにより、将来技術の導入評価を行うことが可能となった。 

第二に、札幌市、宇都宮市、那覇市の検討において、同じ民生建物系におけるエネルギー需要

と二酸化炭素の排出量ながらも、それぞれの地域において、大きな差があることが確認された。

地域差をより正確に反映させるためにパラメータをより深く検討し、精度の向上を図る必要性は

あるものの、今後の都市における二酸化炭素排出削減策導入効果において検討のベースとなるこ

とが期待される。  
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８．成果の政策的な寄与・貢献について 

本研究により都市スケールでの解析精度の高い二酸化炭素削減量の統合評価手法が確立された。

今後更なる具体的な適用例とともに結果が蓄積されれば、将来都市における二酸化炭素削減の政

策提言をサポートする強力なツールとなることが期待できる。 


